自動車賃貸借契約書（長期継続契約）
１　件名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　借入場所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３　契約金額　　　賃借料（月額）　　　　　　　　　　　　　　　円　

　　　　　　　　　（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　　　　　　　　　円）
　　　　　　　　　　ただし、賃貸借開始又は終了の月の日数が１月の日数に満たない場合の賃借料は、当該月の日数に応じて日割り計算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その金額を切り捨てた金額）とする。
４　賃貸借期間　　　　　　　　年　　月　　日から

　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日まで

　　　　　　　　　（地方自治法第２３４条の３の規定に基づく長期継続契約）
５　賃貸借の内容　　別紙仕様書のとおり
６　契約保証金　　免　除
７　その他　　な　し
　上記の賃貸借契約について、賃借人と賃貸人は、各々の対等な立場における合意に基づいて、次の契約条項により公正な賃貸借契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。

　この契約の成立を証するため、本書２通を作成し、賃借人及び賃貸人が記名押印の上、各自１通を保有する。

　　　　　　年　　月　　日

賃借人　　住　所　　埼玉県上尾市本町三丁目１番１号
氏　名　　上尾市

　上尾市長　　畠　　山　　　　稔　　　　  印
　
賃貸人　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
契約条項
（目的）

第１条　賃貸人は、賃借人に対し別添の仕様書、図面その他の関係図書に記載された賃貸人所有の自動車（以下「自動車」という。）を賃借人の使用に供するものとし、賃借人はその給付の対価として賃貸人に賃借料を支払うものとする。
（賃借料の支払方法）

第２条　賃貸人は、当月分の賃借料を翌月の２０日までに書面により請求するものとし、賃借人は、適法な支払請求書を受領した日から３０日以内に賃貸人に支払うものとする。
２　前項の場合において、消費税法(昭和63年法律第108号)の改正等により、この契約を締結した後に消費税額に変動が生じているときは、発注者は、賃借料にその変動した額に相当する額を加減した額を支払うものとする。
（自動車の引渡し）

第３条　賃貸人は、賃貸借期間の初日（以下「借入期日」という。）に当該自動車を賃借人に引き渡さなければならない。

２　賃貸人は、前項の規定による引渡しの前に、運行に必要な一切の手続を完了するものとする。
（権利義務の譲渡の禁止）

第４条　賃貸人は、この契約により生じる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は継承させてはならない。ただし、あらかじめ賃借人の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。
　（使用上の注意等）

第５条　賃借人は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。

(1)　善良な管理者の注意をもって保管使用すること。

(2)　自動車を他人に貸与又は使用させないこと。

(3)　賃貸人の承諾なく自動車の改造、他の物件の附合その他自動車の規格性能等の変更を行わないこと。

　（費用の負担）

第６条　当該自動車の引渡しに要する一切の費用は、賃貸人の負担とする。

２　公租公課は、賃貸人の負担とする。

３　道路運送車両法に基づく継続検査並びに定期点検整備に要する費用及び自賠責保険料（いわゆる「車検」費用）は、賃貸人の負担とする。

４　自動車の構造又は性能の欠陥により発生する費用は賃貸人の負担とする。

５　自動車に係る通常の運行の経費及び賃借人の責めに帰すべき理由による当該自動車の損傷の修繕に要する経費（保険その他によりてん補された部分を除く）は、賃借人の負担とする。

６　火災、天災等不可抗力により生じた自動車の故障又は損傷による損害の負担は、賃借人と賃貸人とが協議して定めるものとする。

７　前各項に定めるもののほか、賃借人又は賃貸人のいずれの負担か判別しがたい場合は、その都度協議の上、決定するものとする。

　（自動車の返還）

第７条　賃貸借の期間が満了した場合又は次条の規定によりこの契約を解除した場合は、賃借人は、自動車を賃貸人に返還するものとし、これに要する費用は、賃貸人の負担とする。
（契約の解除）

第８条　賃借人は、賃貸人が次の各号のいずれかに該当する場合は、この契約を解除することができる。

(1)　契約の締結及び履行に関し不正の行為があったとき。

(2)　借入期日までに引き渡す見込みがないと賃借人が認めたとき。
２　前項の規定によりこの契約が解除された場合においては、賃貸人は、賃貸借期間に係る賃借料の総額の１０分の１に相当する額の賠償金を賃借人に支払わなければならない。
（特約条項）
第９条　本契約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の３の規定による長期継続契約のため、この契約の締結の日の属する年度の翌年度以降において、当該契約に係る賃借人の歳出予算について減額又は削除があった場合は、賃借人は、この契約を変更し、又は解除することができる。

２　前項の規定によりこの契約を変更し、又は解除した場合において、賃貸人に損害が生じたときは、賃借人は、賃貸人に対し損害賠償の責めを負うものとする。この場合における賠償額は、賃借人と賃貸人とが協議して定めるものとする。
　（協議）

第１０条　この契約に定めのない事項又は、この契約の履行につき疑義を生じた場合は、賃借人と賃貸人で協議し、円満に解決を図ることとする。

　（紛争の処理）

第１１条　前条の協議によっても、なおこの契約の履行につき紛争が円満に解決できない場合は、賃借人の所在地を管轄する裁判所で紛争を処理することとする。

